
看板設置を巡る賃貸人との紛争によって、

事業用店舗の賃貸借契約を解除するに至った

賃借人が、賃貸借契約を媒介した宅建業者に

対し、媒介契約の債務不履行を理由に損賠賠

償を請求した事案において、媒介契約の債務

不履行を認定し、損害賠償請求は否定した事

例（東京地裁　平成21年４月16日判決　請求

棄却　ウエストロージャパン）

１　事案の概要　

賃借人Ｘは、足裏マッサージを主眼とする

リラクゼーションサロンを経営するための貸

店舗を探していた。平成18年３月、Ｘは、媒

介業者Ｙの店舗を訪れ、Ｙとの間で媒介契約

を締結し、同日、Ｙから賃貸人Ｃの所有する

店舗の紹介を受け、Ｘ単独で現地確認を行っ

た上で、賃借したいとの希望をＹに伝えた。

同月24日、Ｙ、Ｘの代表者及びＸの依頼を受

けた建築士らが立ち会って、本件店舗内部を

確認した。その際、Ｙは、Ｘの代表者や建築

士から、本件店舗出入口外側に看板を設置し

たいとの意向を聞かされたが、看板の具体的

な規模や形状あるいはその設置方法等につい

ての説明は受けなかった。また、Ｙは、Ｃが

本件店舗ビルの壁面にこだわりをもっている

ことを認識していたため、Ｘの代表者らに対

し、壁に穴を開けるような看板の設置は止め

るように伝えた。同年４月28日、Ｙの事務所

で建物賃貸借契約書が取り交わされたが、そ

の場にＣは出席せず、また、同契約書には、

賃借人において看板を設置する場合は、あら

かじめ計画書面を提出し賃貸人の承諾を得な

ければならないと定められていたが、Ｙから

そのことは説明しなかった。同年６月１日、

ＸはＹに対し、看板を２本の柱のようにして

設置するイメージ画像をファクシミリで送信

した。これに対しＹは、Ｃの意向として天井

や床に穴を開けない方法で看板を固定するよ

う求める内容のファクシミリを送信した。同

月10日、ＹはＸに対し、固定しないでスペー

スを使用することはよいこと及びビルの正面

左側は駐車場への出入の邪魔になるので設置

しないで欲しいこと等について連絡した。同

年６月30日、Ｘは、Ｃから明確な承認がない

にもかかわらず、ビル正面の右側に、天井と

床を接着によって固定し、建物の壁面との隙

間をコーキングで塞ぐ方法で看板を設置し

た。Ｘが看板を設置したことを知ったＣは、

Ｘに看板を撤去することを求める内容の通知

をしたが、Ｘが撤去しなかったので、賃貸借

契約を解除する旨の通知をした。平成19年４

月、Ｃは本件店舗の明渡しを求める訴訟を提

起し、同年11月、本件店舗を明け渡す等の内

容の裁判上の和解が成立した。

そして、Ｘは、Ｙに対する本件損害賠償請

求訴訟を提起するに至った。

２　判決の要旨

裁判所は要旨次のとおり判示した。

盧 Ｙは、Ｘに対し、本件店舗の賃貸借契約
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を媒介する以前の段階において、Ｘが本件店

舗出入口の外側に看板を設置したいとの意向

を有していたことを認識しており、しかも、

媒介業者として、事業用店舗の賃貸借の場合、

看板の設置を巡って紛争が生じることが多い

ことを認識していた上、Ｃが本件店舗の所在

ビルの壁面などの外観についてこだわりをも

っていたことも認識していたことからする

と、Ｘが本件店舗出入口外側に設置する看板

の規模、形体やその設置方法如何によっては、

ビルの外観にこだわりをもつＣが看板の設置

を承諾せず、Ｘが本件店舗の賃貸借契約を締

結した後、看板の設置を巡ってＸとＣとの間

に紛争が生じ、場合によっては、Ｘが本件店

舗の賃貸借契約の目的を達成できない事態に

至ることもあり得ることを予測できたという

べきである。

盪　たとえＸから看板設置が本件賃貸借契約

の前提条件であるとか、看板設置ができなけ

れば本件賃貸借契約を締結しないとの意向

や、事前に設置する看板の規模、形体やその

設置方法について具体的に説明を受けていな

かったとしても、Ｙには、媒介業者として、

本件店舗を媒介するに当たり、Ｘにとって看

板設置の希望がどの程度の重要性を有してい

るのか、具体的にどのような規模、形体の看

板を設置する意向であるのか、その設置方法

は具体的にどのようなものであるのか等を明

確に確認した上、Ｃに対してＸの希望や意向

を伝え、Ｃの意向も踏まえ、ＸとＣとの間の

利害の調整が可能なのかどうか調査し、その

見通しをＸに説明するなどして、両者の利害

を調整したり、看板設置を巡る紛争を未然に

防止すべき義務があったというべきである。

蘯　しかるに、Ｙは、本件賃貸借契約の締結

に際し、看板設置についての具体的な説明を

せず、ＸやＣの意向を調査したり、その意向

を双方に伝えたりして利害の調整を図った

り、看板設置を巡る紛争を未然に防止するた

めの措置を講ずることなく、Ｘをして、たや

すく本件店舗出入口外側に大型看板を設置す

ることができるものと信じさせて漫然と本件

賃貸借契約の締結を媒介し、その結果、本件

賃貸借契約を締結させるに至ったものである

から、Ｙには本件媒介契約の債務不履行があ

る。

盻 Ｘは、Ｙの本件媒介契約の債務不履行に

より、①本件店舗の契約関係費用、②看板設

置費用、③本件店舗開設費用、④販売促進関

係費用、⑤備品等の購入費用の損害を被り、

これらの損害はＹの債務不履行がなければＸ

は本件賃貸借契約を締結しなかったのである

から、いずれもＹの債務不履行と相当因果関

係がある損害であると主張する。しかしなが

ら、前示のとおり、Ｙに債務不履行が認めら

れるとしても、Ｙが主張する上記損害は、Ｘ

がＣの承諾がないことを知りながら敢えてそ

の承諾を得ずに看板を設置したことにより、

ＣがＸの本件賃貸借契約の債務不履行を理由

に本件賃貸借契約を解除したことによって発

生した損害というべきであって、Ｙの本件媒

介契約の債務不履行と相当因果関係がある損

害であると認めることはできない。よって、

Ｘの本訴請求は、理由がないから棄却する。

３　まとめ

事業用店舗の賃貸借では、看板設置を巡る

紛争が発生し易く、賃借人の目的が達成でき

ないことも有り得ることからすれば、媒介業

者は、当事者間の利害調整等を積極的に行い、

紛争を未然に防止すべき義務があるとする本

事案の判旨は妥当と思われる。事業用店舗の

媒介に当たって留意したい事案である。

（調査研究部調査役）
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